
認知症対応型共同生活介護事業者及び 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の皆様 

 

協力医療機関に関する届出について 

 

令和６年度介護報酬改定等に伴い、協力医療機関について、実効性のある連携体制

を確保する観点から、年に１回以上、協力医療機関と入居者の急変時等における対応

を確認し、当該医療機関の名称や当該医療機関との取り決めの内容等を指定権者に届

け出ることが義務付けられました。 

つきましては、届出での期間を下記のとおり設けますので、御提出いただきますよ

うお願いします。 

 

１ 様式 

  秦野市ホームページからダウンロードしてください。 

  秦野市ＨＰ：トップページ > くらしの情報 > 健康・福祉 > 介護保険 > 事業者

向け > 各種届出（指定・変更等） 

https://www.city.hadano.kanagawa.jp/www/genre/1580708238851/index.html 

 

２ 提出期間 

  ２月１日から同年２月末日まで 

 

３ 提出先 

  メールアドレス：kourei@city.hadano.kanagawa.jp 

  

mailto:kourei@city.hadano.kanagawa.jp


指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

 

【認知症対応型共同生活介護】 

（協力医療機関等） 

第百五条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の病状の急変等に備えるため、

あらかじめ、協力医療機関を定めておかなければならない。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を定める

に当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるように努めなければなら

ない。 

一 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、

常時確保していること。 

二 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあった場合において

診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、一年に一回以上、協力医療機関との間で、

利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、

当該指定認知症対応型共同生活介護事業者に係る指定を行った市町村長に届け出なけ

ればならない。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（平成十年法律第百十四号）第六条第十七項に規定する第二種協定指定

医療機関（以下「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第

七項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第八項に規定する指定感染症又は同

条第九項に規定する新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう

に努めなければならない。 

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関で

ある場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の

対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他の医療機関に

入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び

当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に速やかに入居させることができるように

努めなければならない。 

７ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めてお

くよう努めなければならない。 

８ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、サービスの提供体制の確保、夜間における

緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、病院等と

の間の連携及び支援の体制を整えなければならない。 
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【地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】 

（協力医療機関等） 

第百五十二条 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者の病状の急変等に備える

ため、あらかじめ、次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第三号の要件を満

たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）を定めておかなければならない。ただ

し、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件を満たす

こととしても差し支えない。 

一 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制

を、常時確保していること。 

二 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場合において診

療を行う体制を、常時確保していること。 

三 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護老人福祉施設

の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認め

られた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、一年に一回以上、協力医療機関との間で、

入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等

を、当該指定地域密着型介護老人福祉施設に係る指定を行った市町村長に届け出なけ

ればならない。 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第二種協定指定医療機関との間で、新興感

染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関で

ある場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等

の対応について協議を行わなければならない。 

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医療機関に

入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再

び当該指定地域密着型介護老人福祉施設に速やかに入所させることができるように努

めなければならない。 

６ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めてお

くよう努めなければならない。 


